
会計室決算の概要 

 

１ 決算総括 

平成 28 年度からの次期指定金融機関について，指定金融機関選定委員会による

公平公正な選定及びその答申に基づき，市会の議決を経て三菱東京UFJ銀行を指定

した。 

平成 26 年度に実施設計を行った物品センターについては，耐震改修工事を実施

し，本市地域防災計画における拠点備蓄倉庫としての機能強化を図った。 

会計事務については，引き続き公金の安全確実かつ有利な管理運用を行うととも

に，適正な事務の執行と効率化に努めた。 

  平成27年度決算は，歳入において，物品売払収入が当初見込みを上回ったため 

 収入増となった。なお，不用額は経費節減や入札により生じたものである。 

  今後も，各所属等において，適正な会計事務が遂行できるよう周知・指導に努め 

 るとともに，引き続き事務経費の経費節減に努める。 

 

２ 重点取組の実績 

 （１）公金の安全確実かつ有利な管理運用 

取組名 実 績 

公金適正な管理運

用 

・公金管理運用会議を開催し，最新の金融情勢を鑑み，公金の安全確実か

つ有利な管理運用を実施 

指定金融機関の指

定 

・指定金融機関選定委員会において，公平公正に選定を実施 

・選定された金融機関が提案した条件等を反映し，契約を締結 

 

 （２）会計事務の適正な執行の確保と効率化 

取組名 実 績 

効率的かつ厳格な

審査・支払の実施 

・支出命令の効率的かつ厳格な審査・支払に向けた財務会計実践研修にお

ける「金銭会計事務の手引」の更なる活用及び周知 

適正な会計事務の

周知・指導 

・事務の効率化を図るため，分任出納員等の命免手続きの見直しを実施 

・会計検査の実施（全所属を対象としたチェックシート方式による検査，

実地検査，コンビニ収納の検査） 

・財務会計実践研修の実施 

 

 （３）物品センターの耐震改修 

取組名 実 績 

物品センター耐震

改修の推進 

・物品センター耐震改修工事の実施 

 



３　会計室所管の決算額
（１）一般会計
ア　歳入

イ　歳出

総 務 管 理 費

総 務 施 設 整 備 費

（単位：千円）

予算現額 収入済額 翌年度繰越額

△ 3,321

款項

Ａ Ｂ

27,000 30,321 -

-

3,509

予算現額

総 務 費 115,200

差引
款

4,371

28,209

139

財 産 収 入

Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ

57,000

77,000 44,401

49,407

38,200 31,990

10,600 21,999

4,084

翌年度繰越額 不用額

10,600

- 6,210

国 庫 支 出 金 25,490 14,715 3,509 7,266

76,391

支出済額

諸 収 入 4,510

計



４　会計室主要施策の概要

当初予算額(A)
不用額

(F=C-D-E)
(増減額(B)) (翌年度繰越額(E))

千円 千円 千円 千円

一般会計合計 115,200 115,200 76,391 28,209

(1 公金取扱手数 21,500 21,500 20,179 1,321

　 料)

公金取扱手数料 収納手数料，郵便振替受払手数料など 21,500 21,500 20,179 1,321

(2 会計事務) 16,700 16,700 11,811 4,889

会 計 事 務 金銭，物品会計事務 16,700 16,700 11,811 4,889

(3 施設整備) 77,000 77,000 44,401 21,999

(10,600)

施 設 整 備 物品センター耐震改修工事 77,000 77,000 44,401 21,999

(10,600)

項　　　目 主　　要　　施　　策　　の　　概　　要
予算現額
(C=A+B)

決算額(D)

当初予算額の下段の括弧書きは，補正予算額，前年度繰越額，流用・移用等の予算の
増減額，不用額の下段の括弧書きは，翌年度繰越額で，いずれも外数です。

　　（会計室－1）



雇用対策事業特別会計

当初予算額(A)
不用額

(F=C-D-E)
(増減額(B)) (翌年度繰越額(E))

千円 千円 千円 千円

特別会計合計 535,000 535,000 514,255 20,745

　（雇用創出効果合計494人，処遇改善効果190社
　　1,659人）

(1 緊急雇用創出 535,000 535,000 514,255 20,745

   事業)
就労移行支援事業等ネットワーク形成促進事業 32,470 32,470 29,876 2,594

ヘルスキーパー育成・普及支援事業 15,440 15,440 15,440 -

高齢者地域就業開拓事業 20,490 20,490 20,490 -

市民による地球温暖化対策の推進 <新　規> 3,948 3,948 1,824 2,124

エコ学区サポート人材育成事業

【産業振興対策】
ネットワーク技術者及び経営実務者の育成並びに 9,517 9,517 9,517 -

就職支援事業

首都圏販路開拓支援事業 10,422 10,422 8,918 1,504

海外販路開拓支援事業 10,098 10,098 4,098 6,000

中小ＩＣＴ企業の技術力向上事業 45,417 45,417 44,539 878

福祉介護分野新規参入・販路開拓支援事業 10,550 10,550 10,450 100

【伝統産業振興対策】
オンラインショップ「京もの専門店『みやび』」 3,950 3,950 3,950 -

の運営を通じた就職支援事業

若手職人等の自立・創業就業支援事業 7,275 7,275 7,275 -

【観光振興対策】
京都ＭＩＣＥサポート人材育成事業 <新　規> 7,423 7,423 7,402 21

【農業振興対策】
北部山間地域活性化人材育成事業 6,470 6,470 6,470 -

市民農園運営スタッフ育成事業 1,250 1,250 887 363

京北地域農地集積人材育成事業 10,800 10,800 10,800 -

新京野菜等生産者育成事業 <新　規> 4,800 4,800 4,800 -

【林業振興対策】
森林資源循環利用促進人材育成事業 <新　規> 7,830 7,830 7,830 -

【経済対策その他】
京都企業魅力発信「京のまち企業訪問」運営事業 72,100 72,100 71,875 225

フルカバー学生等就職支援事業 76,513 76,513 75,750 763

処遇改善公募型支援事業 144,000 144,000 141,647 2,353

若者の定着率向上促進支援事業 25,600 25,600 25,289 311

項　　　目 主　　要　　施　　策　　の　　概　　要
予算現額
(C=A+B)

決算額(D)

当初予算額の下段の括弧書きは，補正予算額，前年度繰越額，流用・移用等の予算の
増減額，不用額の下段の括弧書きは，翌年度繰越額で，いずれも外数です。

　　（雇用対策事業－1）


